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豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年豊明市条例第２６号） 

新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

 （５） 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個

人番号利用事務をいう。 

（６） 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個

人情報をいう。 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げ

る機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の第１欄に掲げる機

関が行う同表の第２欄に掲げる事務及び市長又は豊明市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）が行う法別表第２の第２欄に掲げる

事務とする。 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げ

る機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の第１欄に掲げる機

関が行う同表の第２欄に掲げる事務及び市長又は豊明市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）が行う特定個人番号利用事務とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理す

るために必要な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自

らが保有するものを利用することができる。ただし、法の規定により、

情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施

３ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必

要な限度で利用特定個人情報であって自らが保有するものを利用する

ことができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該利用特定個人情
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者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限

りでない。 

報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

４ （略） ４ （略） 

 



議案第１７号参考資料 
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第１条 豊明市土地区画整理事業業務代行者選定委員会設置条例（平成３０年豊明市条例第５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、経済建設部市街地整備課において処理する。 

 

（委任） （委任） 

第１０条 （略） 第９条 （略） 

 

 

第２条 豊明市立地適正化計画策定委員会設置条例（平成３０年豊明市条例第６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（庶務） 

第１０条 委員会の庶務は、経済建設部市街地整備課において処理す

る。 

 

（委任） （委任） 

第１１条 （略） 第１０条 （略） 
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豊明市地域公共交通会議設置条例（平成３１年豊明市条例第２号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（協議事項） （協議事項） 

第２条 交通会議は、次の各号に掲げる事項を協議するものとする。 第２条 交通会議は、次の各号に掲げる事項を協議するものとする。 

（１） 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様、運賃、料金

等に関する事項 

（１） 地域の実情に応じた適切な    旅客運送の態様            

等に関する事項 

（２） （略） （２） （略） 

（庶務） 

第１０条 交通会議の庶務は、行政経営部企画政策課において処理する。 

 

（委任） （委任） 

第１１条 （略） 第１０条 （略） 
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豊明市職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊明市条例第１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 給与条例第２１条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業を

している職員（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員を除く。）のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

２ 給与条例第２１条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業を

している職員                         

         のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 
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豊明市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和４９年豊明市条例第２８号）新旧対照表 
現行 改正後（案） 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

議長 ４９９,０００円 

副議長 ４４５,０００円 

議員 ４０５,０００円 

議長 ５００,０００円 

副議長 ４４６,０００円 

議員 ４０６,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第２１号参考資料 
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豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和４７年豊明市条例第３１号）新旧対照表 

 

現行 改正後（案） 

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係） 

区分 報酬額（単位 円） 費用弁償の額 

（略） （略） （略） 

休日診療所副診療所長 月額 ２４，０００  

市街地整備アドバイザー １回 ２５，６００ 旅費条例による３級

職相当額 

消防団長 年額報酬 ２２３，９００ 

出動報酬 

１ 災害出動及び警戒出動

 日額 ８，０００ 

２ 訓練等出動 日額 

３，５００ 

旅費条例による８級

職相当額 

（略） （略） （略） 
 

区分 報酬額（単位 円） 費用弁償の額 

（略） （略） （略） 

休日診療所副診療所長 月額 ２４，０００  

消防団長 年額報酬 ２２３，９００ 

出動報酬 

１ 災害出動及び警戒出動

 日額 ８，０００ 

２ 訓練等出動 日額 

３，５００ 

旅費条例による８級

職相当額 

（略） （略） （略） 
 



議案第２２号参考資料 
 

1/2 
 

豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年豊明市条例第４２号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（給与） （給与） 

第２条 前条の給与とは、報酬及び期末手当     をいう。 第２条 前条の給与とは、報酬、期末手当及び勤勉手当をいう。 

２ （略） ２ （略） 

３ （略） ３ （略） 

 （期末手当）  （期末手当） 

第１５条 給与条例第２０条第１項、第２項、第４項から第６項ま

で、第２０条の２及び第２０条の３の規定は、任期の定めが６月

以上の職員（１週間当たりの勤務時間が著しく少ないものとして

市長が規則で定めるものを除く。以下この条       にお

いて同じ。）について準用する。この場合において、給与条例第

２０条第４項中「それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡し

た職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において職員

が受けるべき給料の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに対す

る地域手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基準日

（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した

日）以前６月以内の在職期間において、第７条の規定により支給

された報酬（第８条に規定する初任給調整に係る報酬、第１１条

に規定する時間外勤務に係る報酬、第１２条に規定する休日勤務

に係る報酬、第１３条に規定する夜間勤務に係る報酬及び第１６

条に規定する特殊勤務に係る報酬を除く。）の１月当たりの平均

額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」

とする。 

第１５条 給与条例第２０条第１項、第２項、第４項から第６項ま

で、第２０条の２及び第２０条の３の規定は、任期の定めが６月

以上の職員（１週間当たりの勤務時間が著しく少ないものとして

市長が規則で定めるものを除く。以下この条及び次条第１項にお

いて同じ。）について準用する。この場合において、給与条例第

２０条第４項中「それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡し

た職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において職員

が受けるべき給料の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに対す

る地域手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基準日

（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した

日）以前６月以内の在職期間において、第７条の規定により支給

された報酬（第８条に規定する初任給調整に係る報酬、第１１条

に規定する時間外勤務に係る報酬、第１２条に規定する休日勤務

に係る報酬、第１３条に規定する夜間勤務に係る報酬及び第１６

条に規定する特殊勤務に係る報酬を除く。）の１月当たりの平均

額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」

とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ （略） ３ （略） 
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（新設）  （勤勉手当） 

（新設） 第１５条の２ 給与条例第２１条の規定は、任期の定めが６月以上

の職員について準用する。この場合において、同条第３項中「そ

れぞれの基準日現在において職員が受けるべき給料の月額及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれそ

の基準日（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は

死亡した日）以前６月以内の在職期間において、第７条の規定に

より支給された報酬（第８条に規定する初任給調整に係る報酬、

第１１条に規定する時間外勤務に係る報酬、第１２条に規定する

休日勤務に係る報酬、第１３条に規定する夜間勤務に係る報酬及

び第１６条に規定する特殊勤務に係る報酬を除く。）の１月当た

りの平均額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額）」とする。 

（新設） ２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条

例第２１条の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

（雑則） （雑則） 

第２０条 報酬及び期末手当     の支給方法その他この条例

の施行について必要な事項は、市長が規則で定める。 

第２０条 報酬、期末手当及び勤勉手当の支給方法その他この条例

の施行について必要な事項は、市長が規則で定める。 
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豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例（昭和４９年豊明市条例第２９号）新旧対照表 
現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した

市長等にあっては退職し、又は死亡した日現在）において受けるべ

き給料月額及びその給料月額に一般職の職員の例により市長が規則

で定める割合、また、市長が規則で定める管理又は監督の地位にあ

る職員には、同項に規定する期末手当基礎額に給料月額に１００分

の２５を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて得た額

の合計額に、６月に支給する場合には１００分の１６２．５、１２

月に支給する場合には１００分の１７２．５を基準日以前６か月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した

市長等にあっては退職し、又は死亡した日現在）において受けるべ

き給料月額及びその給料月額に一般職の職員の例により市長が規則

で定める割合、また、市長が規則で定める管理又は監督の地位にあ

る職員には、同項に規定する期末手当基礎額に給料月額に１００分

の２５を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて得た額

の合計額に、１００分の１７０                

                    を基準日以前６か月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

市長 ９８５,０００円 

副市長 ８０４,０００円 

教育長 ７４０,０００円 

市長 ９８７,０００円 

副市長 ８０６,０００円 

教育長 ７４２,０００円 
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豊明市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和２年豊明市条例第２７号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（令和６年３月３１日までの間における地域手当に関する特例） （令和７年３月３１日までの間における地域手当に関する特例） 

第２条 令和６年３月３１日までの間における地域手当の支給に関する

次の表の左欄に掲げる改正後の豊明市職員の給与に関する条例の規定

の適用については、この規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右

欄に掲げる字句とする。 

第１３条の２第２項 １００分の１５ １００分の１５を超

えない範囲内で市長

が規則で定める割合 
 

第２条 令和７年３月３１日までの間における地域手当の支給に関する

次の表の左欄に掲げる改正後の豊明市職員の給与に関する条例の規定

の適用については、この規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右

欄に掲げる字句とする。 

第１３条の２第２項 １００分の１５ １００分の１５を超

えない範囲内で市長

が規則で定める割合 
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豊明市文化会館条例（平成５年豊明市条例第２３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表第２（第９条関係） 

【別記１ 参照】 

 

別表第２（第９条関係） 

【別記２ 参照】 
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【別記１】 

現行 

別表第２（第９条関係） 

  

区分 No. 品名 単位 使用料 

（円） 

舞台設備の部から楽器の部まで 略 

その

他 
映写機の款 略 

その他 ７９ 可動ステージ １式 610

８０ 茶道具 １式 610

８１ 電源コンセント（１KW） １口 240

備考 

 この表は１回の使用料を示し午前（早朝含む。）、午後、夜間（延長含む。）をそれぞれ１回とする。 
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【別記２】 

改正後（案） 

別表第２（第９条関係） 

 

区分 No. 品名 単位 使用料 

（円） 

舞台設備の部から楽器の部まで 略 

その

他 
映写機の款 略 

その他 ７９ 可動ステージ １式 610

８０ 茶道具 １式 610

８１ 電源コンセント（１KW） １口 240

  ８２ カラオケ機材 １式 500

備考 

 この表は１回の使用料を示し午前（早朝含む。）、午後、夜間（延長含む。）をそれぞれ１回とする。 
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豊明市介護保険条例（平成１２年豊明市条例第３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（保険料率） （保険料率） 

第６条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、

次の各号に掲げる第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２

３号。以下「法」という。）第９条第１号に規定する被保険者をいう。

以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とする。 

第６条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、

次の各号に掲げる第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２

３号。以下「法」という。）第９条第１号に規定する被保険者をいう。

以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」

という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３０，６００円 

（１） 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」

という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３１，４００円 

（２） 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４４，２００円 （２） 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４５，４００円 

（３） 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４７，６００円 （３） 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４５，７００円 

（４） 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６１，２００円 （４） 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６２，９００円 

（５） 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６８，１００円 （５） 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６９，９００円 

（６） 次のいずれかに該当する者 ８１，７００円 （６） 次のいずれかに該当する者 ８３，８００円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１

３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合

計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控

除して得た額とし、当該合計所得金額が０を下回る場合には、０

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１

３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合

計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控

除して得た額とし、当該合計所得金額が０を下回る場合には、０
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とする。以下この項において同じ。）が１２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

とする。以下この項において同じ。）が１２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１

２号イ                          に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、  第１

２号イ、第１３号イ又は第１４号イに該当する者を除く。） 

（７） 次のいずれかに該当する者 ８８，５００円 （７） 次のいずれかに該当する者 ９０，８００円 

ア 合計所得金額が２１０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

ア 合計所得金額が２１０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イ     

                     に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、  第１２号イ、第

１３号イ又は第１４号イに該当する者を除く。） 

（８） 次のいずれかに該当する者 ９５，３００円 （８） 次のいずれかに該当する者 ９７，８００円 

ア 合計所得金額が２９０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

ア 合計所得金額が３２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イ               

         に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１０号イ、第１１号イ、  第１２号イ、第１３号又は

第１４号イに該当する者を除く。） 
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（９） 次のいずれかに該当する者 １０２，１００円 （９） 次のいずれかに該当する者 １１１，８００円 

ア 合計所得金額が３２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

ア 合計所得金額が４２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１１号イ又は第１２号イ                          

に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１１号イ、  第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イ

に該当する者を除く。） 

（１０） 次のいずれかに該当する者 １０８，９００円 （１０） 次のいずれかに該当する者 １２５，８００円 

ア 合計所得金額が５００万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

ア 合計所得金額が５２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ又は第１２号イ                          に該当する者

を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、  第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イに該当する者

を除く。） 

（１１） 次のいずれかに該当する者 １２２，５００円 （１１） 次のいずれかに該当する者 １３９，８００円 

ア 合計所得金額が８００万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

ア 合計所得金額が６２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

又は次号イ                        に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

  次号イ、第１３号又は第１４号イに該当する者を除く。） 
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（１２） 次のいずれかに該当する者 １３６，２００円 （１２） 次のいずれかに該当する者 １５３，７００円 

ア 合計所得金額が１，０００万円未満であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が７２０万円未満    であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

                      に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ又は第１４号イに該当する者を除く。） 

 （１３） 次のいずれかに該当する者 １６０，７００円 

ア 合計所得金額が９２０万円未満であり、かつ前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

又は次号イに該当する者を除く。） 

 （１４） 次のいずれかに該当する者 １７４，７００円 

ア 合計所得金額が１，２００万円未満であり、かつ前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

に該当する者を除く。） 

（１３） 前各号のいずれにも該当しない者 １４９，８００円 （１５） 前各号のいずれにも該当しない者 １８１，７００円 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る次 ２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る次
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の各号に掲げる者の令和３年度から令和５年度までの保険料率は、前

項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号に定める額とする。 

の各号に掲げる者の令和６年度から令和８年度までの保険料率は、前

項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 前項第１号に該当する者 ２０，４００円 （１） 前項第１号に該当する者 １９，９００円 

（２） 前項第２号に該当する者 ３０，６００円 （２） 前項第２号に該当する者 ３１，４００円 

（３） 前項第３号に該当する者 ４４，２００円 （３） 前項第３号に該当する者 ４５，４００円 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場

合） 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場

合） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する

老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（１）      に係る者

を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号

ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロ                   

                             に該当するに至った第１号被保険者

に係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで

月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該

当するに至った日の属する月から令第３９条第１項第１号から第９号

  までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保険料の

額の合算額とする。 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する

老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号イ（１）に係る者

を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号

ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１

号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロに該当するに至った第１号被保険者

に係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで

月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該

当するに至った日の属する月から令第３９条第１項第１号から第１３

号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保険料の

額の合算額とする。 

４ （略） ４ （略） 
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豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２８年豊明市条例第３９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第３条の１８第２項に規定する  提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

（２） 基準省令第３条の１８第２項の規定による提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

（３） （略） （３） （略） 

（４） 基準省令第３条の２４第１１項に規定する訪問看護報告書 （４） 基準省令第３条の２４第１０項に規定する訪問看護報告書 

 （５） 基準省令第３条の２２第９号の規定による身体的拘束等の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

（５） 基準省令第３条の２６に規定する  市への通知に係る記録 （６） 基準省令第３条の２６の規定による市への通知に係る記録 

（６） 基準省令第３条の３６第２項に規定する  苦情の内容等の記

録 

（７） 基準省令第３条の３６第２項の規定による苦情の内容等の記

録 

（７） 基準省令第３条の３８第２項に規定する  事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（８） 基準省令第３条の３８第２項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（記録の整備） （記録の整備） 
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第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応型

訪問介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応型

訪問介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の１８第

２項に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（２） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の１８第

２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 （３） 基準省令第１０条第６号の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（３） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の２６に

規定する  市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の２６の

規定による市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の３６第

２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の３６第

２項の規定による苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の３８第

２項に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

（６） 基準省令第１８条において準用する基準省令第３条の３８第

２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければならない。 
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（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第３７条において準用する基準省令第３条の１８第

２項に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（２） 基準省令第３７条において準用する基準省令第３条の１８第

２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 （３） 基準省令第２６条第６号の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（３） 基準省令第３７条において準用する基準省令第３条の２６に

規定する  市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第３７条において準用する基準省令第３条の２６の

規定による市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第３７条において準用する基準省令第３条の３６第

２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第３７条において準用する基準省令第３条の３６第

２項の規定による苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第３５条第２項に規定する  事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（６） 基準省令第３５条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（６） （略） （７） （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提

供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間

保存しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提

供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間

保存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３条の

１８第２項に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３条の

１８第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 （４） 基準省令第４０条の８第４号の規定による身体的拘束等の態
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様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

（４） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３条の

２６に規定する  市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３条の

２６の規定による市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３条の

３６第２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３条の

３６第２項の規定による苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３５条

第２項に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（７） 基準省令第４０条の１６において準用する基準省令第３５条

第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（７） （略） （８） （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対

応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対

応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３条の１８第

２項に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（２） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３条の１８第

２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 （３） 基準省令第５１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（３） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３条の２６に （４） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３条の２６の
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規定する  市への通知に係る記録 規定による市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３条の３６第

２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３条の３６第

２項の規定による苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３５条第２項

に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

（６） 基準省令第６１条において準用する基準省令第３５条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

（６） （略） （７） （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模

多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模

多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の１８第

２項に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の１８第

２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（４） 基準省令第７３条第６号に規定する  身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（４） 基準省令第７３条第６号の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（５） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の２６に

規定する  市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の２６の

規定による市への通知に係る記録 

（６） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の３６第

２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の３６第

２項の規定による苦情の内容等の記録 
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（７） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の３８第

２項に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

（７） 基準省令第８８条において準用する基準省令第３条の３８第

２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

（８） （略） （８） （略） 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第２６条 （略） 第２６条 （略） 

 ２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機

関を定めるように努めなければならない。 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

（２） 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

 ３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医

療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認すると

ともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

 ４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６

条第１７項に規定する第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指

定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定す

る新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又

は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の

対応を取り決めるように努めなければならない。 
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 ５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協

定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ

ならない。 

 ６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が

可能となった場合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介

護事業所に速やかに入居させることができるように努めなければなら

ない。 

２ （略） ７ （略） 

３ （略） ８ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知

症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知

症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第９５条第２項に規定する  提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（２） 基準省令第９５条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（３） 基準省令第９７条第６項に規定する  身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（３） 基準省令第９７条第６項の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 
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（４） 基準省令第１０８条において準用する基準省令第３条の２６

に規定する  市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第１０８条において準用する基準省令第３条の２６

の規定による市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第１０８条において準用する基準省令第３条の３６

第２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第１０８条において準用する基準省令第３条の３６

第２項の規定による苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第１０８条において準用する基準省令第３条の３８

第２項に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（６） 基準省令第１０８条において準用する基準省令第３条の３８

第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（７） （略） （７） （略） 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

 ２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基

づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協

力医療機関を定めるように努めなければならない。 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

（２） 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診

療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保してい

ること。 

 ３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認

するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければなら

ない。 

 ４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協定指定
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医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように

努めなければならない。 

 ５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が

第２種協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定

医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わ

なければならない。 

 ６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医

療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、

退院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型特定施

設に速やかに入居させることができるように努めなければならない。 

２ （略） ７ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する

指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する

指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第１１６条第２項に規定する  提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

（２） 基準省令第１１６条第２項の規定による提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

（３） 基準省令第１１８条第５項に規定する  身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

（３） 基準省令第１１８条第５項の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 
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（４） 基準省令第１２６条第３項に規定する  結果等の記録 （４） 基準省令第１２６条第３項の規定による結果等の記録 

（５） 基準省令第１２９条において準用する基準省令第３条の２６

に規定する  市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第１２９条において準用する基準省令第３条の２６

の規定による市への通知に係る記録 

（６） 基準省令第１２９条において準用する基準省令第３条の３６

第２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第１２９条において準用する基準省令第３条の３６

第２項の規定による苦情の内容等の記録 

（７） 基準省令第１２９条において準用する基準省令第３条の３８

第２項に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（７） 基準省令第１２９条において準用する基準省令第３条の３８

第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（８） （略） （８） （略） 

（協力病院等    ） （協力医療機関等） 

第３４条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入院治療を必要とする

入所者のために、あらかじめ、協力病院                           

                                                              

   を定めておかなければならない。 

第３４条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等

に備えるため  、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医

療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）

を定めておかなければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療 

 機関として定めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差

し支えない。 

 （１） 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

 （２） 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあ

った場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

 （３） 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医
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師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則と

して受け入れる体制を確保していること。 

 ２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機

関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも

に、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

 ３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機関との

間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければ

ならない。 

 ４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第２種協定指

定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との

間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければなら

ない。 

 ５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能

となった場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設

に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

２ （略） ６ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３５条 （略） 第３５条 （略） 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 
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（２） 基準省令第１３５条第２項に規定する  提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

（２） 基準省令第１３５条第２項の規定による提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

（３） 基準省令第１３７条第５項に規定する  身体的拘束等の態様

及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

（３） 基準省令第１３７条第５項の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

（４） 基準省令第１５７条において準用する基準省令第３条の２６

に規定する  市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第１５７条において準用する基準省令第３条の２６

の規定による市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第１５７条において準用する基準省令第３条の３６

第２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第１５７条において準用する基準省令第３条の３６

第２項の規定による苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第１５５条第３項に規定する  事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

（６） 基準省令第１５５条第３項の規定による事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

（７） （略） （７） （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定看

護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定看

護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 基準省令第１７７条第６号に規定する  身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

（３） 基準省令第１７７条第６号の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

（４）・（５） （略） （４）・（５） （略） 
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（６） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の１８

第２項に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（６） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の１８

第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（７） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の２６

に規定する  市への通知に係る記録 

（７） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の２６

の規定による市への通知に係る記録 

（８） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の３６

第２項に規定する  苦情の内容等の記録 

（８） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の３６

第２項の規定による苦情の内容等の記録 

（９） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の３８

第２項に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（９） 基準省令第１８２条において準用する基準省令第３条の３８

第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（１０） （略） （１０） （略） 

 



議案第３１号参考資料 
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豊明市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例（平成２８年豊明市条例第４０号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第２１条第２項に規定する  提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（２） 基準省令第２１条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

 （３） 基準省令第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

（３） 基準省令第２４条に規定する  市への通知に係る記録 （４） 基準省令第２４条の規定による市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第３６条第２項に規定する  苦情の内容等の記録 （５） 基準省令第３６条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第３７条第２項に規定する  事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（６） 基準省令第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（６） （略） （７） （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 
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第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 基準省令第６４条において準用する基準省令第２１条第２項

に規定する  提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 基準省令第６４条において準用する基準省令第２１条第２項

の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（４） 基準省令第５３条第２項に規定する  身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（４） 基準省令第５３条第２項の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（５） 基準省令第６４条において準用する基準省令第２４条に規定

する  市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第６４条において準用する基準省令第２４条の規定

による市への通知に係る記録 

（６） 基準省令第６４条において準用する基準省令第３６条第２項

に規定する  苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第６４条において準用する基準省令第３６条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

（７） 基準省令第６４条において準用する基準省令第３７条第２項

に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

（７） 基準省令第６４条において準用する基準省令第３７条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

（８） （略） （８） （略） 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

 ２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基

づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協
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力医療機関を定めるように努めなければならない。 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

（２） 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診

療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保してい

ること。 

 ３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認

するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければなら

ない。 

 ４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第１７項に規定する第２種協定指定医療機関（次項におい

て「第２種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同

条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定

する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項にお

いて同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。 

 ５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が

第２種協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定

医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わ

なければならない。 

 ６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医
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療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、

退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所に速やかに入所させることができるように努

めなければならない。 

２ （略） ７ （略） 

３ （略） ８ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 基準省令第７５条第２項に規定する  提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（２） 基準省令第７５条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（３） 基準省令第７７条第２項に規定する  身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（３） 基準省令第７７条第２項の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

（４） 基準省令第８５条において準用する基準省令第２４条に規定

する  市への通知に係る記録 

（４） 基準省令第８５条において準用する基準省令第２４条の規定

による市への通知に係る記録 

（５） 基準省令第８５条において準用する基準省令第３６条第２項

に規定する  苦情の内容等の記録 

（５） 基準省令第８５条において準用する基準省令第３６条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

（６） 基準省令第８５条において準用する基準省令第３７条第２項 （６） 基準省令第８５条において準用する基準省令第３７条第２項
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に規定する  事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

（７） （略） （７） （略） 

 



議案第３２号参考資料 

1/1 

豊明市下水道事業の設置等に関する条例（令和元年豊明市条例第４３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２第８項の規定により下水道事業の業務に従事す

る職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場

合は、当該賠償責任に係る賠償額が１０万円以上である場合とする。 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２の８第８項の規定により下水道事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならな

い場合は、当該賠償責任に係る賠償額が１０万円以上である場合とす

る。 
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